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●年金改正について②【定時改定】 

＜年金支給停止の基準額が 28 万円から 47 万円に改定＞ 
 老齢基礎年金を受給しながら厚生年金に加入して働く人は、年金と給料両方の合計額
が一定の基準を超えると、年金額が減額されます。その減額基準額の改定についてご紹
介します。 

受給開始時期 減額基準額（改正前） 減額基準額（改正後） 
60 代前半 28 万円超 47 万円超 
65 歳以上 47 万円超 47 万円超 

上表の通り、改正前はその減額基準額が 60 代前半は月 28 万円超と設定されており、
約 37 万人が減額対象とされておりました。改正後は 47 万円に引き上げられ、年金減額
対象者が約 11 万人減ることが見込まれます。つまり、働きながら年金も受給する場合、
給料と年金のみの合計額が月 47 万円を超えなければ、年金は全額支給されることにな
ります。この改正により、年金額が増額する方も増えてくると思います。 
（参考）減額基準額の計算式（老齢厚生年金（月額）＋賃金月額－47万円）×2分の 1 
 

●高年齢者雇用安定法の遵守について 
 
高年齢者雇用安定法では、高年齢者の 65 歳までの安定した雇用を確保するため、定

年年齢を 65 歳未満としている事業主に、高年齢者雇用確保措置として、以下の 3 つの
うち、いずれかの実施を義務付けております。 

❶定年年齢を 65 歳まで引き上げ 
➋希望者全員を 65 歳まで継続雇用する制度の導入 
➌定年制の廃止 

定年が 60 歳であっても希望者全員を対象に 65 歳までの継続雇用が導入されておれ
ば、法令遵守となります。私は社労士として就業規則を各事業所で拝見しておりますが、
60 歳定年後は会社選別による継続雇用が未だに見受けられます。残念ながら法令を満た
しておりません。高齢者にとって働きやすい環境をつくる第一歩として、この機会に就
業規則から見直して頂きたいと思います。 
近い将来、70 歳定年の時代を迎えると思われます。定年引き上げを有効活用するツー

ルとして 65 歳超雇用推進助成金制度がございます。詳細は私までご連絡下さい。 
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● 労務Q＆Ａ 

Q   年次有給休暇を 5 日取得させないと会社側が罰金を取られると聞きましたが本
当の話ですか？ 

 
A   本当です。年 10 日以上の有給休暇が付与される労働者に対して、有給休暇の日
数のうち 5 日については、会社が時季を指定して取得させることが必要となります。
取得させなかった場合は 30 万円以下の罰金に該当します。 

  但し、有給休暇の権利が 9 日未満の労働者は対象とはなりませんが、取得しやす
い環境づくりは必要です。 
有給休暇管理簿の作成は義務となっており、個々の労働者毎の取得状況を把握し

なければなりません（3 年間保管）。 

● 労働者が 10 人以上になった時に（使用者側が）やるべきこと 

今回は事業所で労働者が 10 人以上になった場合にやるべきことをご説明します。 
1．就業規則の作成・届出 

常時 10 人以上労働者を使用する使用者は就業規則を作成し、所轄労働基準監督 

署長に届出なければなりません。従業員代表の意見書の添付も必要になります。

これは事業場単位になります。但し、繁忙期のみ 10 人以上という場合は上記の義

務は発生しません。 
2．安全衛生推進者・衛生推進者の選任 

常時 10 人以上 50 人未満の労働者を使用する事業場について、安全衛生推進者

（業種によっては衛生推進者）を選任する必要があります。 
   この選任は、都道府県労働局長の登録を受けた者が行う講習を修了した者その

他総括安全衛生管理者が統括管理する業務を担当するため必要な能力を有すると

認められる者のうちから行わなければいけません。なお、修了証の有効期限はご

ざいません。この安全衛生推進者もしくは衛生推進者は、対象事業場で必要な選

任がなされていないケースが多く見受けられますので一度ご確認下さい。 
3．雇用労務責任者の選任 

  常時 10 人以上の外国人を雇用する会社では、外国人雇用労働者の雇用管理業務

を担当する人事課長等を選任しなければなりません（届出は必要ありません）。 

● 補助金情報 

＜原油高・物価高騰における地場産業支援金（岐阜県）＞ 
   原油高や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受ける

製造業のうち、地場産業（陶磁器、繊維・衣服、紙、金属・
刃物、木工、プラスチック等）を営む法人及び個人事業者
が支給対象になる支援金です。 

   2022 年 4 月から 9 月のいずれかの月において、前年同
月と比較して原油高や電気・ガス料金を含む物価高騰によ
る影響を受けていることが要件となります。 

支給額 10 万円（一事業者 1 回限り） 
  当初は 9 月 30 日までの申請期限でしたが、12 月 28 日までに（当日消印有効）延
期されておりますので岐阜県ＨＰ等でご確認下さい。     


